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1
低所得者世帯支援
事業【低所得者世
帯給付金】

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響や電力・ガス・
食料品等物価高騰の負担感が大きい低所得世帯の負
担を軽減するために現金を給付する
②住民登録されている住民のうち令和５年度住民税非
課税世帯に対し1世帯あたり30千円の現金を支給する
③30千円×1,001世帯＝30,030千円
④令和５年度住民税均等割非課税世帯(令和5年6月1
日　住民基本台帳登録者)

④-Ⅳ．コロナ
禍において物
価高騰等に

直面する生活
困窮者等へ

の支援

R5.7 R6.3 30,030 30,030 0 30,030 0 0 0 

 新型コロナウイルス感染症の影響を受けている低所得世帯
の生活安定に寄与した。

支給人数：1,001人 

2
低所得者世帯支援
事業（事務費）

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響や電力・ガス・
食料品等物価高騰の負担感が大きい低所得世帯の負
担を軽減するために現金を給付する

④-Ⅳ．コロナ
禍において物
価高騰等に

直面する生活
困窮者等へ

の支援

R5.7 R6.3 2,910 2,910 0 2,910 0 0 0 

 新型コロナウイルス感染症の影響を受けている低所得世帯
の生活安定に寄与した。

支給人数：1,001人 

7
子育て世帯物価高
騰対策支援事業

①新型コロナウイルス感染症拡大や電力・ガス・食料品
等物価高騰により影響を受けている子育て世帯を支援
するために給食費の負担を軽減する
②町内のこども園、小中学校に通う子どもの給食費を
令和５年４月から令和５年６月までの３ヶ月間無償化
し、給食に係る材料費を町が支払う。
認可保育所や幼稚園等のほか、町外の小中学校に在
所在園在学している子を持つ世帯を対象に令和５年４
月から令和５年６月までの３ヶ月間、給食費相当額を支
援金として支給する。
③小学校（町内）　300円×273人×55日=4，505千円
   中学校（町内）  330円×129人×56日=2，384千円
　 小中学校（町外） 260円×49人×56日=713千円
   子ども園（町内） 4,500円×45人×3ヵ月=607千円
　                        500円×25人×3ヵ月=38千円
　　保育所等        4,500円×35人×3ヵ月=472千円
④町内在住子育て世帯

④-Ⅳ．コロナ
禍において物
価高騰等に

直面する生活
困窮者等へ

の支援

R5.4 R6.3 8,719 8,719 0 8,719 0 0 0 
 新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯
の生活安定に寄与した。 

8
第４弾みはま応援商
品券事業（重点交付
金分）

①新型コロナウイルス感染症拡大や電力・ガス・食料品
等物価高騰により影響を受けている地域経済や住民生
活を支援するために商品券を給付する
②住民登録されている住民全員に対し1人あたり10千
円分の町内事業所で使用できる商品券を支給する
③商品券　10千円×6,538人＝65,380千円
　商品券等印刷費　1,745千円
　郵送費　1,300千円
　事務委託費（商工会）　1,240千円
うち35,000千円（34,658千円分は重点支援交付金の実
施計画No.12に記載）
④令和5年7月1日　住民基本台帳登録者

④-Ⅳ．コロナ
禍において物
価高騰等に

直面する生活
困窮者等へ

の支援

R5.7 R6.3 35,000 35,000 0 35,000 0 0 0 

 多くの方に使用いただき、町民の生活安定及び地元事業者
の活動支援に寄与した。

商品券利用率：99% 

9
第４弾みはま応援商
品券事業（通常分）

①新型コロナウイルス感染症拡大や電力・ガス・食料品
等物価高騰により影響を受けている地域経済や住民生
活を支援するために商品券を給付する
②住民登録されている住民全員に対し1人あたり10千
円分の町内事業所で使用できる商品券を支給する
③商品券　10千円×6,538人＝65,380千円
　商品券等印刷費　1,745千円
　郵送費　1,300千円
　事務委託費（商工会）　1,240千円
うち7千円（34,658千円分は重点支援交付金の実施計
画No.12に記載）
④令和5年7月1日　住民基本台帳登録者

④-Ⅳ．コロナ
禍において物
価高騰等に

直面する生活
困窮者等へ

の支援

R5.7 R6.3 7 7 0 7 0 0 0 

 多くの方に使用いただき、町民の生活安定及び地元事業者
の活動支援に寄与した。

商品券利用率：99% 
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